
議案第10号 

 

   三朝町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

 次のとおり三朝町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正することについて、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

  令和７年３月６日 

 

三朝町長 松 浦 弘 幸 

 

 

 

 

 

 

 

 

三朝町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

三朝町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年三朝町条例第14号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（介護休暇） （介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届

出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下この項において同じ。）、父母、

子、配偶者の父母その他別に定める者（第15条の

３第１項において「配偶者等」という。）で負傷、

疾病又は老齢により別に定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同

じ。）の介護をするため、任命権者が別に定める

ところにより、職員の申出に基づき、要介護者の

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超

えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」

という。）内において勤務しないことが相当であ

ると認められる場合における休暇とする。 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届

出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下この項において同じ。）、父母、

子、配偶者の父母その他別に定める者で負傷、疾

病又は老齢により別に定める期間にわたり日常

生活を営むのに支障があるものをいう。以下同

じ。）の介護をするため、任命権者が別に定める

ところにより、職員の申出に基づき、要介護者の

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超

えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」

という。）内において勤務しないことが相当であ

ると認められる場合における休暇とする。 

２・３ 略 ２・３ 略 

  



（介護時間） （介護時間） 

第15条の２ 略 第15条の２ 略 

  

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員

に対する意向確認等） 

 

第15条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職

員の介護を必要とする状況に至ったことを申し

出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との

両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条

において「介護両立支援制度等」という。）その

他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度

等の申告、請求又は申出（次条において「請求等」

という。）に係る当該職員の意向を確認するため

の面談その他の措置を講じなければならない。 

 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が40歳に

達した日の属する年度（４月１日から翌年の３月

31日までをいう。）において、前項に規定する事

項を知らせなければならない。 

 

  

（勤務環境の整備に関する措置）  

第15条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の請

求等が円滑に行われるようにするため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る

研修の実施 

 

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の

整備 

 

(３) その他介護両立支援制度等に係る勤務環

境の整備に関する措置 

 

  

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 


